
樹木採取権申請のポイント（木材安定供給関係）

（申請様式５（木材利用事業者等及び木材製品利用事業者等との連携による木材の安定
的な取引関係の確立等に関する事項）関係）

（本資料の趣旨）

樹木採取権の申請に当たり申請者の申請書作成の参考となるよう、特に重要となる申
請様式５（木材安定供給関係）について、審査や評価のポイントを示したものです。
なお、東北１大曲・船岡樹木採取区において公募時に示した4,000m3を例示とし作成し
ています。

令和３年10月29日
東北森林管理局 資源活用課



川上（申請者）

申請者

事業者間における安定取引協定の締結（審査事項）

・申請者、川中（木材利用事業者等）、川下（木材製品利用事業者等）との間で、安定取引協定を締結する
必要があります。
・安定取引協定は、申請者と川中、川中と川下の間で締結する、連名で締結するなど、取引実態に応じて
締結して下さい。
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安定取引協定
Ａ

川中（木材利用事業者等） 川下（木材製品利用事業者等）

Ａ製材所

Ｂ発電所

Ｃ工務店
安定取引協定

Ｃ

安定取引協定
Ｂ



川上 川中

申請者 Ａ製材所

申請に係る木材供給量の考え方（審査事項）
木材取引の内容が以下の４つの要件を満たしている必要があります。
1. 樹木採取区から供給される予定の量の5割以上が川下へ（例：川下で2,000m3相当増加））
2. 川上で樹木採取区からの生産量以上増（例：川上で4,000m3新規（純増））
3. 川中の原木消費量が、樹木採取区からの供給量以上増（例：川中で4,000m3新規（純増））
4. 新規需要開拓量が樹木採取区の生産量以上の量（例：川中2,000m3＋川下で2,000m3=計4,000m3）
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協定Ａ

2,000m3
樹木採取区から

4,000m3供給

Ｂ発電所

川下

Ｃ工務店

新規需要開拓量
（バイオマス発電）

安定取引協定のうち
新規需要開拓への
充当量

安定取引協定のうち
新規需要開拓への
充当量

新規需要開拓量
（国産材２×４建築）

従来生産量
10,000m3

新規 (純増)

4,000m3

2,000m3
新規バイオマス(純増)

2,000m3

従来原木消費量

120,000m3

新規 (純増)
2,000m3

従来原木消費量

60,000m3

2,000m3
（原木換算）

新規

2,000m3

協定以外の新規需要

8,000m3

協定Ｂ

協定Ｃ

新規需要以外の取扱量

10,000m3



申請に係る加点の考え方（５－１ア(木材の安定取引)）
・申請書の評価の中で、木材の安定取引の状況として、申請時点における素材生産量に対する協定に
基づく取引量の割合について評価します。

申請者 製材所等

川上 川中

従来生産量
10,000m3

従来協定量
7,000m3例１

従来生産量
10,000m3

従来協定量
5,000m3

従来生産量
10,000m3

従来協定量
2,900m3

例２

例３

７割以上→２点

３割以上７点未満→１点

３割未満→０点

3＊協定が無い場合０点



申請に係る加点の考え方（５－１イ（新規需要開拓））
・申請書の評価の中で、木材の新規需要開拓の具体性・確実性として、樹木採取区由来の木材を用いて
行う新規需要開拓の内容が、既存の国産材需要に悪影響を与えないかどうかという観点から評価します。
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川上
申請者

川中
製材所等

川下
工務店等

樹木採取区
から

新規（純増）
4,000m3

樹木採取区
から

新規（純増）
4,000m3

例３

例４

新規（純増）
4,000m3

新規（純増）

量的拡大4,000m3

樹木採取区
から

新規（純増）
4,000m3

樹木採取区
から

新規（純増）
4,000m3

民有林等
から

新規（純増）
2,000m3

例１

例２

新規（純増）
4,000m3

新規（純増）
4,000m3

新規（純増）
2,000m3

新規 原木換算1,500m3
（需要ある分野での量的拡大）

新規 原木換算2,500m3
（コンクリート型枠合板使用）

原木換算2,000m3使用
（従来需要）

新規 原木換算3,000m3
（需要ある分野での量的拡大）

新規 原木換算1,000m3
（コンクリート型枠合板使用）

新規 原木換算3,000m3
（需要ある分野での量的拡大）

新規 原木換算1,000m3
（コンクリート型枠合板使用）

新規 原木換算4,000m3
（需要ある分野での量的拡大）

過半を占める→５点

半分以下である→２点

半分以下である→２点

計画に無い→０点

※A製材所とB工務店の協定に
おいて、新規需要開拓の比
率を高めることにより評価が
高くなります。

・５－１イの新規需要開拓については、従来木材の利用が少なかった分野における需要開拓を図るもの（例：ＣＬＴ建築物、非住宅分野、土木分野、エ
ネルギー分野）、従来国産材の利用が少なかった分野における需要開拓を図るもの（例：２×４建築部材、横架材、型枠合板、フローリング、家具）又は
その他の取組（例：地元産材の活用により差別化を図る取組（顔の見える木材での家づくり等）、輸出）を指します。
審査事項の新規需要開拓とは異なり「国産材需要のある分野での量的拡大」を含みません。



申請に係る加点の考え方（５－１ウ（木材の地元利用））

８割以上→５点

新規（純増）
4,000m3 所在地：青森県

500m3

３割以上５割未満→１点

新規（純増）
4,000m3 所在地：青森県

2,500m3

新規（純増）
4,000m3

所在地：青森県
4,000m3

３割未満→０点

樹木採取区
から：秋田県

所在地：秋田県
3,500m3

所在地：秋田県
1,500m3
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・申請書の評価の中で、木材の地元利用について、樹木採取区に由来する木材が、樹木採取区が所在
する秋田県内の川中（木材利用事業者等）に供給されることを評価します。

例２ 川上
申請者

川中
製材所等

例３ 川上
申請者

川中
製材所等

樹木採取区
から：秋田県

例１ 川上
申請者

川中
製材所等

５割以上８割未満→３点

新規（純増）
4,000m3

所在地：青森県
2,000m3

所在地：秋田県
2,000m3樹木採取区

から：秋田県

樹木採取区
から：秋田県

例３ 川上
申請者

川中
製材所等


